
令和６年度加古川市一時預かり事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、加古川市補助金等交付規則（昭和 61 年規則第 30 号）に定めるもの

のほか、予算の範囲内で加古川市一時預かり事業補助金を交付することに関し、必要な

事項を定めるものとする。 

（補助の対象） 

第２条 補助金の交付の対象は、次の各号に掲げる者とする。 

(１) 市内において、国が定める一時預かり事業実施要綱（以下「実施要綱」という。）の

うち、一般型一時預かり事業を実施する施設（私立認可保育所（児童福祉法第 39 条

第１項に規定する保育所（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律（平成 18 年法律第 77 号。以下「認定こども園法」という。）第３条第

１項の認定を受けたもの及び同条第 11 項の規定による公示がされたものを除く。）を

いう。）若しくは認定こども園（認定こども園法第２条第６項に規定する認定こども

園をいう。））を設置、運営する事業者又は地域型保育（子ども・子育て支援法第 29 条

に規定する事業をいう。）を行う事業者 

(２) 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 20 条第１項の規定により本市が

認定した同法第 19条第１項第１号に規定する者に対して国が定める実施要綱のうち、

幼稚園型一時預かり事業を実施する施設（私立幼稚園（学校教育法（昭和 22 年法律

第 26 号）第４条第１項第２号の規定により認可を受けた幼稚園（認定こども園法第

３条第１項又は第３項の認定を受けたもの及び同条第 11 項の規定による公示がされ

たものを除く。）をいう。）、認定こども園又は公立幼稚園（学校教育法（昭和 22 年法

律第 26 号）第４条の２の規定により届け出た幼稚園をいう。））を設置、運営する事

業者又は市町村 

(３) 市内において、国が定める実施要綱のうち、余裕活用型一時預かり事業を実施する

地域型保育（子ども・子育て支援法第 29 条に規定する事業をいう。）を行う事業者 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、別表の左欄に掲げる補助基準額と右欄に掲げる対象経費の実支出

額から寄附金その他の収入額を控除した額を比較して、少ない方の額とする。 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「補助申請者」という。）は、加古川市一

時預かり事業補助金交付申請書(様式第１号)に必要な書類を添えて指定する期日までに

市長へ提出しなければならない。 

２ 補助申請者は、前項に規定する補助金の交付申請をする場合において、当該補助金に

係る消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する



額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入に係る消費税額として

控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地

方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ）

があるときは、当該消費税等仕入控除税額を減額して申請しなければならない。ただ

し、申請時において、消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限り

ではない。 

（補助金の交付決定） 

第５条 市長は、前条に規定する補助金の交付申請があったときは、当該申請に係る書類

等を審査するとともに、必要に応じて行う実地調査等により、補助金の交付の可否を決

定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の可否を決定したときは、加古川市一時預か

り事業補助金交付（不交付）決定通知書(様式第２号)により、速やかにその旨を補助申

請者に通知するものとする。 

（報告義務） 

第６条 補助申請者は、補助事業の実施状況を、事業を実施した翌月 10 日までに市長に報

告しなければならない。 

（実績報告） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業が完了

したとき又は第５条に係る市の会計年度が終了したときは、加古川市一時預かり事業補

助金実績報告書(様式第３号)に市長が必要と認める書類を添えて、14 日以内に市長へ提

出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第８条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、当該報告書等の審

査及び必要に応じて行う実地調査等により交付すべき補助金の額を確定し、その旨を加

古川市一時預かり事業補助金確定通知書(様式第４号)により当該補助事業者に通知する

ものとする。 

（補助金の交付） 

第９条 市長は、前条第１項の規定により補助金の額を確定した後において、補助金を補

助事業者に交付するものとする。ただし、必要があると認めるときは、上半期実績に基

づく補助見込額の 1/2 以内の額を、年度途中に交付することができるものとする。 

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の交付を受けようとするときは、加古川市一

時預かり事業補助金請求書(様式第５号)を速やかに市長へ提出しなければならない。 

（補助金の返還） 

第10条 補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により当該補助

金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合は、速やかに消費税等仕入控除税額報告



書（様式第６号）により市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による報告があった場合において、確定した消費税等仕入控除税額が

当該補助金等の交付の申請時に減額した消費税等仕入控除税額を超えるときは、消費税等仕

入控除税額の全額又は一部の返還を命じなければならない。 

３ 補助事業者は、前項の規定により当該補助金に係る消費税等仕入控除税額の返還を命

ぜられたときは、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額の全額又は一部を市に返還し

なければならない。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年９月１日から施行し、令和６年４月１日より適用する。 

 

 



別表（第３条関係） 

補助基準額 対象経費 

（１）  一般型 

ア 一般型対象児童(イを除く)(１か所当たり年額) 

年間延べ利用児童数         300人未満 2,833,000円 

 〃          300人以上   900人未満 3,105,000円 

 〃          900人以上 1,500人未満 3,321,000円 

   〃        1,500人以上 2,100人未満 4,797,000円 

   〃        2,100人以上 2,700人未満 6,273,000円 

   〃        2,700人以上 3,300人未満 7,749,000円 

   〃        3,300人以上 3,900人未満 9,225,000円 

 〃        3,900人以上 4,500人未満 10,701,000円 

   〃        4,500人以上 5,100人未満 12,177,000円 

   〃        5,100人以上 5,700人未満 13,653,000円 

   〃        5,700人以上 6,300人未満 15,129,000円 

   〃        6,300人以上 6,900人未満 16,605,000円 

   〃        6,900人以上 7,500人未満 18,081,000円 

   〃        7,500人以上 8,100人未満 19,557,000円 

   〃        8,100人以上 8,700人未満 21,033,000円 

   〃        8,700人以上 9,300人未満 22,509,000円 

   〃        9,300人以上 9,900人未満 23,985,000円 

   〃        9,900人以上10,500人未満 25,461,000円 

   〃       10,500人以上11,100人未満 26,937,000円 

   〃       11,100人以上11,700人未満 28,413,000円 

   〃       11,700人以上12,300人未満 29,889,000円 

   〃       12,300人以上12,900人未満 31,365,000円 

   〃       12,900人以上13,500人未満 32,841,000円 

   〃       13,500人以上14,100人未満 34,317,000円 

   〃       14,100人以上14,700人未満 35,793,000円 

   〃       14,700人以上15,300人未満 37,269,000円 

   〃       15,300人以上15,900人未満 38,745,000円 

   〃       15,900人以上16,500人未満 40,221,000円 

   〃       16,500人以上17,100人未満 41,697,000円 

   〃       17,100人以上17,700人未満 43,173,000円 

   〃       17,700人以上18,300人未満 44,649,000円 

   〃       18,300人以上18,900人未満 46,125,000円 

   〃       18,900人以上19,500人未満 47,601,000円 

   〃       19,500人以上20,100人未満 49,077,000円 

 ※20,100人以上の場合は別途協議 

 イ 特別支援児童（障害児・多胎児）加算 

児童１人当たり日額：3,600円 

（２）  幼稚園型 

ア 在籍園児分（児童１人当たり日額） 

(ア) 基本分（平日の教育時間前後や長期休業日の利用） 

Ⅰ 年間延べ利用児童数2,000人超の施設 

①  平日                 400円 

②  長期休業日（８時間未満）       400円 

③  長期休業日（８時間以上）       800円 

Ⅱ 年間延べ利用児童数2,000人以下の施設 

①  平日 次の算式により算定した額 

(1,600,000円÷年間延べ利用児童数)－400円 

(10円未満切捨て) 

 

一時預かり事業

の実施に必要な

経費 

 



②  長期休業日（８時間未満）       400円 

③  長期休業日（８時間以上）       800円 

(イ) 休日分（土曜日、日曜日及び国民の休日等の利用） 

800円 

(ウ) 長時間加算 

Ⅰ(ア)Ⅰ①及び(ア)Ⅱ①については４時間（又は教育時間との合

計が８時間）、(ア)Ⅰ③、(ア)Ⅱ③及び(イ)については８時間

を超えた利用の場合 

・超えた利用時間が２時間未満       150円 

・超えた利用時間が２時間以上３時間未満  300円 

・超えた利用時間が３時間以上       450円 

Ⅱ(ア)Ⅰ②及び(ア)Ⅱ②については４時間を超えた利用の場合 

・超えた利用時間が２時間未満       100円 

・超えた利用時間が２時間以上３時間未満  200円 

・超えた利用時間が３時間以上       300円 

イ 在籍園児以外の児童分 

(ア) 基本分                                      800円 

(イ) 長時間加算（８時間を超えた利用） 

・超えた利用時間が２時間未満       150円 

・超えた利用時間が２時間以上３時間未満   300円 

・超えた利用時間が３時間以上        450円 

 ウ 特別な支援を要する児童分 

  児童１人当たり日額：4,000円 

  ※以下の要件を満たすと市が認める児童に適用する。 

特別児童扶養手当証書を所持する児童、身体障害者手帳、療育手帳又

は精神障害者福祉手帳を所持する児童、医師、巡回支援専門員等障害

に関する専門的知見を有する者による意見等により障害を有すると

認められる児童その他の健康面・発達面において特別な支援を要す

ると市が認める児童 

 

※但し、幼稚園型に係る１施設当たりの年額は10,223,000円を上限とす

る（なお、上記の「ウ 特別な支援を要する児童分」に係る基準額を適

用したことにより、10,223,000円を超えた場合は、この限りでない）。 

 

（３）  余裕活用型 

 ア 基本分 

児童１人当たり日額：2,400円 

 イ 特別支援児童（障害児・多胎児）加算 

児童１人当たり日額：3,600円 

（注）一般型及び余裕活用型の利用児童のうち、１日当たり４時間未満の利用については、２人
で１人と算定するものとする。 

一般型及び余裕活用型の利用児童について、１人未満の端数が生じた場合は、切り捨てる
ものとする。 

事業補助金の額に 10 円未満の端数が生じた場合は、切り捨てるものとする。 


